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「みどりの食料システム戦略」KPIと目標設定状況
KPI 個別指標 基準値（基準年） 2030年 目標 2050年 目標

温
室
効
果
ガ
ス
削
減

① 農林水産業のCO₂ゼロエ
ミッション化（2050）

燃料燃焼によるCO₂排出量
（基準値に対する削減率）

1,659万t-CO2
（2013年）

1,484万t-CO2
（10.6％）

０万t-CO2
(100%)

②
農林業機械・漁船の電化・
水素化等技術の確立
（2040）

農業機械
化石燃料使用量削減に資する農
機の担い手への普及率

─

既に実用化されている化石
燃料使用量削減に資する電
動草刈機、自動操舵システ
ムの普及率：50%

２
０
４
０
年

技
術
確
立

林業機械
高性能林業機械の電化等に係る
TRL（※）
※Technology Readiness Level :特定の技術の成熟
度を評価するための指標

─
TRL 6：使用環境に応じた条

件での技術実証
TRL 7：実運転条件下でのプ

ロトタイプ実証

漁船
技術開発の進捗 ─ 小型沿岸漁船による試験操業

を実施

③ 化石燃料を使用しない園芸
施設への完全移行（2050）

加温面積に占めるハイブリット型園
芸施設等の割合 ─ 加温面積に占めるハイブリッド型園芸

施設等の割合：50％
化石燃料を使用しない施設
への完全移行

④
我が国の再エネ導入拡大に
歩調を合わせた、農山漁村
における再エネの導入
（2050）

─ ─

2050年カーボンニュートラルの実現に向
けて、農林漁業の健全な発展に資する
形で、我が国の再生可能エネルギーの導
入拡大に歩調を合わせた、農山漁村にお
ける再生可能エネルギーの導入を目指す。

2050年カーボンニュートラルの
実現に向けて、農林漁業の健
全な発展に資する形で、我が国
の再生可能エネルギーの導入
拡大に歩調を合わせた、農山
漁村における再生可能エネル
ギーの導入を目指す。

環
境
保
全

⑤
化学農薬使用量（リスク換
算）の50％低減
（2050）

化学農薬使用量（リスク換算値）
23,330

(リスク換算値)
（2019農薬年度）

（注１）
10％低減

11,665
(リスク換算値)
（50％低減）

⑥ 化学肥料使用量の30％低
減（2050） 化学肥料使用量

90万トン
（2016年肥料年度）

（注２）

72万トン
(20％低減)

63万トン
（30％低減）

⑦
耕地面積に占める有機農
業の割合を25％に拡大
（2050）

耕地面積に占める有機農業※の取
組面積（割合）
※国際的に行われている有機農業

2.35万ha
（2017年） 6.3万ha 100万ha

（25％）

1

※黄色マーカーは、2030年の中間目標を新たに設定したもの。

注１）2019農薬年度は、2018年10月～2019年９月とする。
注２）2016肥料年度は、2016年７月～2017年６月とする。

化学肥料の需要実績の算定に用いている窒素質肥料の輸入量について、近年、一部が工業用に仕向けられている可能性があり、業界からの聞き取り等を通じて精査を行っているところ。
このため、基準値、現状値ともに現在公表されている直近のデータである2016肥料年度の数値（精査前の数値）を用いている。



2
※黄色マーカーは、2030年の中間目標を新たに設定したもの。

「みどりの食料システム戦略」KPIと目標設定状況

KPI 個別指標 基準値
（基準年） 2030年目標 2050年目標

食
品
産
業

⑧ 事業系食品ロスを2000年
度比で半減（2030）

事業系食品ロス量
（基準値に対する食品ロス削減量）

547万トン
（2000年度）

273万トン
（50％削減）

⑨
食品製造業の労働生産性
を３割以上向上
（2030）

食品製造業における労働生産性
（基準値に対する割合）

5,149
千円/人

（2018年）

6,694
千円/人

（30％向上）

⑩
飲食料品卸売業の売上高
に占める経費の割合を
10％に縮減（2030）

飲食料品卸売業の売上高に占める
経費の割合

11.6％
（2016年） 10％

⑪
食品企業における持続可
能性に配慮した輸入原材
料調達の実現（2030）

上場食品企業における持続可能性
に配慮した輸入原材料調達の取組
の割合

─ 100％

林
野 ⑫

林業用苗木のうちエリート
ツリー等が占める割合を３
割（2030）、9割以上
（2050）に拡大
高層木造の技術の確立・
木材による炭素貯蔵の最
大化（2040）

エリートツリー等の活用割合

高層木造の技術の確立

4.3%
（2019年） エリートツリー等の活用割合：30％ 90％

水
産

⑬
漁獲量を2010年と同程度
（444万トン）まで回復
（2030）

漁業生産量の回復 311.5万トン
（2018年） 444万トン

⑭

二ホンウナギ、クロマグロ等の
養殖において人工種苗比
率100％を実現
（2050）
養魚飼料の全量を配合飼
料給餌に転換（2050）

人工種苗比率 1.9%
（2019年） 13% 100％

配合飼料の割合
44％

（2016-2020の
５中３平均）

64％ 100％



2050年までに、農林水産業のCO2ゼロエミッション化の実現を目指す。GHG削減
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○2013年度（基準年）のCO2排出量（1,659万トン-CO2）から、地球温暖化対策計画（2021年10月閣議決定）に位置付けた、
施設園芸・農業機械・漁船の省エネルギー対策によるCO2削減目標の合計値（175万トン-CO2 ）を差し引いて設定。

○2030年までは、例えば、ヒートポンプ、農業機械の自動操舵システム、LED集魚灯等の既存技術の導入の加速化により、目
標達成を目指す。

○2030年以降は、農林業機械・漁船等の電化・水素化等に向けた技術開発・社会実装によって、2050年の意欲的な目標に向け
て取組を加速していく。

2030年目標の設定の考え方

現状と課題

○農林水産業の燃料燃焼によるCO2排出量（2020年度）は
1,855万トンであり、農業と漁業・水産養殖業で９割を構
成。

○主に、施設園芸、農業機械、漁船などに化石燃料を使用。
○2050年の化石燃料起源のCO2ゼロエミッションに向けて、

施設園芸・農業機械・漁船の省エネルギー対策を最大限進
めるとともに、中長期的には農林業機械・漁船等の電化・
水素化等に向けた技術開発・社会実装が必要。

○2030年に向けて、既存の技術の拡大・普及を加速させると
ともに、2050年を見据えて、CO2ゼロエミッションの実現
に向けた革新的技術の開発・社会実装を推進。

○また、脱炭素化に向け、消費者の行動変容につなげる取組
を実施。

○令和４（2022）年度は、地域の特色のある農林水産業や資
源を活用したモデル的先進地域の創出、CO2ゼロエミッ
ション化に必要な施設の整備等に取り組む。

■ 2050年のCO2ゼロエミッション達成に向けた道筋 ■地産地消型エネルギーシステムの構築施設園芸・農業機械・
漁船の省エネルギー対策

＜ヒートポンプ等省エネ型設備や
自動操舵システム等省エネ農機の普及＞

＜省エネ型船外機、LED集魚灯等の導入＞

当面の対応



○2030年は、現在実用化されている化石燃料使用量削減に資する農機（小型農機については電動草刈機、大型農機については
自動操舵システム）を将来の担い手の半数（推定）が利用している状態にするという考え方で目標を設定。

○2030年までは、電動草刈機、自動操舵システムについて導入を促進することで、目標達成を目指す。
○2030年以降は、電動小型農機の種類等の拡大に向けた技術開発や他産業で実用化した技術の大型農機への応用等に取り組む

ことにより、電化・水素化等の農業機械における実用化を進め、2040年の意欲的な目標に向けて取組を加速していく。

○小型農機分野では、一部で電化技術が実用化されており、
草刈機等で市販化。

○大型農機分野では、作業重複の低減により燃料使用量の削
減が可能な自動操舵システムの導入が進んでいるが、大型
農機に対応できる電化・水素化技術については他産業にお
いて要素技術の開発が進展しているところであり、農業分
野での実用化には至っていない。

○このため、小型農機については技術の応用分野の拡大等に
向けた技術開発を、大型農機については他産業で実用化さ
れた電化・水素化技術の応用を中心とした技術開発を進め
ていくことにより、作業体系全体の電化・水素化を進めて
いく必要。

○小型農機については、実用化されている一部機械（電動草
刈機）の導入を推進するとともに、機械種類や対応する作
業のラインナップの拡充に向けた技術開発を実施。

○大型農機については、自動操舵システムの導入促進により
化石燃料使用量の削減を進めるとともに、他省庁とも連携
しながら他産業で実用化した技術の応用可能性を検討。

○このため、令和４（2022）年度は、自動操舵システム及
び電動小型農機について導入を促進。また、電動小型農機
の更なる技術開発及び現場普及に向けた実証を実施。

2040年までに、農林業機械・漁船の電化・水素化等に関する技術の確立を目指す。
（農業分野）農業機械

2022 2030 2040

農
業
機
械
の
電
化
・

水
素
化
等
に
関
す
る

技
術
の
確
立

▲電動小型運搬ロボット▲電動草刈機

＜電動小型農機の例＞

＜開発中の電動小型トラクタ＞
50％

普
及
率

9%
15%

自動操舵装置

電動小型農機

4

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応
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○2040年までに技術の確立（TRL 9）を目指すとする目標からバックキャストし、使用環境に応じた条件での技術実証（TRL
6）または実運転条件下でのプロトタイプ実証（TRL 7）のフェーズに進展することを2030年の中間目標として設定。

○2030年までは、NEDO先導研究プログラム「農山村の森林整備に対応した脱炭素型電動ロボットの研究開発」等に取り組むこ
とで目標達成を目指す。また、望ましい作業システムの普及による機械の稼働率向上にも取り組んでいく。

○2030年以降は、省庁連携や研究サイドでの取組も視野に入れながら、将来の電化・燃料電池化に資する基礎研究や他分野の
動向調査も含め、機会を捉えて取り組んでいくことで、2050年の意欲的な目標の達成に向けて取組を加速していく。

（注）TRL （Technology Readiness Level）とは、特定の技術の成熟度レベルを評価するために使用される指標であり、令和３（2021）年度に設置
した異分野の技術探索や産学官の様々な知見者による先進技術方策の検討等を行う林業イノベーションハブセンター（森ハブ）において、技術の
評価を行う際に使用している。

○現時点では、一般に高負荷・高出力の維持が求め
られる林業機械に見合ったエネルギー密度を有す
る蓄電池・燃料電池がない等の事情により、電
化・水素化等に関する技術は普及には至っていな
い。

○このため、国内外でハイブリッド・ハーベスタを
はじめとして研究開発が行われているものの、上
市されているものは、小型の電動チェンソーなど
一部に限られる状況。

○一方、小型のロボットの連携制御技術は電動化・
燃料電池化と親和性が高く、林業の地形条件への
対処としても有望であることから、技術開発の方
向性の一つとなり得る。

2040年までに、農林業機械・漁船の電化・水素化等に関する技術の確立を目指す。
（林業分野）林業機械

○高性能林業機械の電化・燃料電池化等については、本格的な実装・普
及まで一定の期間を要すると考えられることから、省庁連携や研究サ
イドでの取組も視野に入れながら、将来の電化・燃料電池化に資する
基礎研究や他分野の動向調査も含め、機会を捉えて取り組んでいく。

（１）既存技術の現場普及
電動チェーンソーなど小型の機械については民間主導で普及が進

展。
（２）新たな技術開発の検討

各種セミナーや展示会を活用して運輸や建設など他業界における
電化・水素化等に係る技術動向を把握し、林業機械への適用可能性
を検討。

（３）グリーン化施策との連携
温暖化対策に関する研究開発や調査事業について、他省庁事業も

含め活用を検討。
（４）推進活動

林業機械化推進シンポジウムなどを活用し、学会や業界との間で
技術の確立に向けた意見交換を実施。

○令和４（2022）年度は、NEDO先導研究プログラム「農山村の森林整
備に対応した脱炭素型電動ロボットの研究開発」等に取り組んでいく。架線式ｸﾞﾗｯﾌﾟﾙは回生

電力を使用
バッテリー式ﾌｫﾜｰﾀﾞの

試験開発機

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応
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○2030年は、航行距離の問題などから、まずは養殖等の小型沿岸漁船での検討・開発を進めるという考え方で、「2030年まで
に小型沿岸漁船による操業試験の実施」との目標を設定。

○2030年までは、養殖等の小型沿岸漁船での電化・水素化技術の検討・開発を進めることで、目標達成を目指す。
○2030年以降は、関係省庁と連携しつつ、一般船舶向けの技術を大型漁船に応用して、2040年目標に向けて取り組んでいく。

【現状】
○活動に使用する出力とエネルギー量の関係から見ると、小

型沿岸漁船は実用化が進んでいるバス・トラックに近く、
大型漁船は実用化が進んでいない一般船舶に近い傾向。

○漁船の電化・水素化等に関する技術については、船舶の基本性
能に関わる技術であることから、まずは一般船舶向けに技術開発が
進められているところ。

【課題】
○他分野で開発が進む技術の漁業分野での応用に向けた、調

査・検討の推進が課題。
○また、将来的に漁船の電化等を進めて行く上では、漁港や

離島における充電・給電設備や水素ステーションといった
インフラ面と歩調を合わせることも必要。

○ 電気や水素の貯蔵の難しさに起因する航行距離の問題な
どから、2030年に向けて、まず養殖等の小型沿岸漁船で
の利用を想定し、具体的な技術検討・開発を進める。
大型漁船については、既存漁船のエネルギー消費の主要
素を押さえつつ、代替エネルギーを活用した漁船につい
て検討を進める。

○ 令和４（2022）年度については、水素燃料を使用する養
殖作業船の試作を前提とした具体的な技術検討を進める。
また、代替エネルギーの活用を前提として技術要素の整
理を行い、漁船の動力構成に関する検討・試設計に取り
組む。（※）

2040年までに、農林業機械・漁船の電化・水素化等に関する技術の確立を目指す。
（水産分野）漁船

※ ゼロエミッション漁船等技術調査事業
（水産庁予算：令和４（2022）年度 48百万円の内数）で対応

水素燃料電池漁船

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応



○2030年に向けて、ヒートポンプと燃油暖房機のハイブ
リッド運転や環境センサ取得データを利用した適温管理
による無駄の削減等、既存技術を活用したハイブリッド
型園芸施設への転換を支援するとともに、ゼロエミッ
ション型園芸施設の実現に向けた研究開発を推進。

○令和４（2022）年度は、産地生産基盤パワーアップ事業、
強い農業づくり総合支援交付金等により、省エネ機器等
の導入を支援するとともに、みどりの食料システム戦略
推進交付金のうちSDGs対応型施設園芸確立により、モ
デル産地を育成し、今後のハイブリッド型園芸施設の導
入拡大につなげる。

ヒートポンプと燃油暖房機のハイブリッド運転
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○地球温暖化対策計画（2021年10月閣議決定）における施設園芸の省エネルギー対策による2030年のCO2排出削減見込量
（155万t-CO2）を踏まえ、化石燃料のみに依存しない施設（ハイブリッド型園芸施設等）の面積を推計し、中間目標を設定。

○2030年までは、ヒートポンプと燃油暖房機のハイブリッド運転等、既存技術を活用したハイブリッド型園芸施設への転換を
支援するとともに、この頃までに、高性能ヒートポンプや高効率蓄熱・移送技術など、ゼロエミッション型園芸施設の実現に
向けた研究開発を進め、目標達成を目指す。

○2030年以降は、新たに開発された技術の実証・普及により、2050年の意欲的な目標に向けて取組を加速していく。

○園芸施設のうち加温設備のある施設の設置面積（2018
年）は17,388haであり、その約９割（15,656ha）が重
油等の化石燃料を主に使用。

○2050年までに化石燃料を使用しない施設への完全移行に
向けては、加温設備の転換を図っていく必要があるが、
ヒートポンプ、木質バイオマス暖房機等の既存技術には、
低温時の加温性能や導入コストなどの課題が存在。

○このため、これら課題を解決する技術開発を進めるとと
もに、CO2排出量の削減に向け、施設園芸の省エネル
ギー対策を強力に推進していく必要。

2050年までに化石燃料を使用しない施設への完全移行を目指す。園芸施設

ヒートポンプ
4% その他

6.3%

石油利用等
89.6%

■ 2050年の化石燃料を使用しない施設への完全移行達成に向けた道筋
2018年 2030年 2050年

ヒートポンプ

その他

石油利用等

ハイブリッド型50％

新技術も活用し、
化石燃料を

使用しない施設
へ完全移行

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応
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○2030年は、社会情勢の変化を踏まえつつ、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、農林漁業の健全な発展に資する形
で、我が国の再生可能エネルギーの導入拡大に歩調を合わせた、農山漁村における再生可能エネルギーの導入を目指す目標を
設定。

○2030年までは、「農山漁村の地域に合わせたエネルギーマネージメントシステム（Village Energy Management System
（VEMS））」の普及等を推進することで、目標達成を目指す。

○2030年以降は、水素・アンモニア等の導入拡大や蓄電池の導入支援に歩調を合わせて、農山漁村における再生可能エネル
ギーの導入を加速していく。

〇第６次エネルギー基本計画において、2030年度のエネル
ギーミックスの再エネ電源比率について36％～38％を目
指すとされた。

〇急速に導入された太陽光発電設備については、近年増加す
る災害に起因した被害に対する安全面の不安、景観や環境
への影響等をめぐる地元との調整における課題、太陽光パ
ネルの廃棄対策等、問題が顕在化。

○このため、自治体では再エネ発電設備の設置に抑制的な条
例の制定が全国的に増加。

〇農山漁村が有する重要な機能
の発揮に支障を来すことがな
いよう、調和のとれた再エネ
発電設備導入の取組が必要。

○既設置済の相談窓口を活用し、VEMSの普及等を推進。
○農山漁村再生可能エネルギー法の下、農林漁村の健全な

発展と調和のとれた再エネ発電を促進。
○令和４（2022）年度は、上記の取組に加え、地域資源活

用展開支援事業、バイオマス地産地消対策、地域循環型
エネルギーシステム構築等の熱利用を含めたグリーン化
施策を実施。

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、農林漁業の健全な発展に資する形で、我が国の再生可能エネ
ルギーの導入拡大に歩調を合わせた、農山漁村における再生可能エネルギーの導入を目指す。

再生可能
エネルギー

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応



○2030年中間目標は、改正植物防疫法の総合防除を推進する新たな仕組みの活用などにより、化学農薬のリスク換算での使用
量の近年の減少傾向を一層推し進めることとして、化学農薬使用量（リスク換算）10％低減と設定。

○2030年までは、病害虫が発生しにくい生産条件の整備や、病害虫の発生予測も組み合わせた総合防除の推進、化学農薬を使
用しない有機農業の面的拡大の取組により、目標達成を目指す。

○2030年以降は、前述の取組のより一層の推進に加え、リスクのより低い化学農薬等の開発等のイノベーションを通じて、
2050年の意欲的な目標に向けて取組を加速化。

○基準年である2019農薬年度の化学農薬使用量（リスク換
算）は、23,330（リスク換算値）。

○近年、温暖化等により、病害虫のまん延リスクが増加し
ていることや、過度に農薬に依存した防除により、薬剤
耐性を持つ病害虫が発生している事例が見られることか
ら、化学農薬だけに頼らない病害虫の発生予防を含めた
総合防除の推進が急務。

○改正植物防疫法により、2022年度中に、農薬だけに頼らない
病害虫の総合防除を推進していくための指針を国が策定。
2023年度中に、国が策定する指針に即して、防除の具体的な
内容等を定めた防除計画を、全都道府県において策定するこ
とを目指す。

○2022～2024年度を重点推進期間とし、化学農薬・化学肥料
の低減等の取組を一体的に推進。具体的には、2022年度末ま
でに、全都道府県（600地区）において栽培暦の点検を行う
とともに、新たな技術導入を促すため、2022年度に「グリー
ンな栽培体系への転換サポート」事業で200地区の支援を実
施しつつ、2024年度までに全都道府県の主要品目において栽
培暦の見直しを実施。

○2025年度までに、AIやICT技術を活用した病害虫発生予測技
術を開発。

○土壌くん蒸剤等化学農薬の使用量低減に生産者が取り組みや
すくするために、AI等を活用した土壌病害の発病可能性の診
断技術の改良等を推進。
＜化学農薬を代替する既存技術の例＞

2050年までに、化学農薬使用量（リスク換算）の50％低減を目指す。化学農薬

天敵農薬（ﾀﾊﾞｺｶｽﾐｶﾒ）緑肥作物の導入 UV-Bランプ

（リスク換算値）

23,330
-10%

-50%

9

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応
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○2030年は、化学肥料原料の調達が不安定となるほか、国際市況の変動も大きくなる中で、既存の技術をできるだけ活用して
化学肥料の節減や国内資源の活用を可能な限り進めていくという考え方で目標を設定。

○2030年までは、土壌診断による施肥の適正化など既に実施可能な施肥の効率化を進めるとともに、堆肥等の国内資源の利用
拡大などを進めることで、目標達成を目指す。

○2030年以降は、施肥のスマート化や堆肥の活用に加えて、下水汚泥など国内資源からの高度肥料成分の回収等の革新的技術
の開発・導入の取組も加えて、2050年の意欲的な目標に向けて取組を加速していく。

○化学肥料は、作物の収量を高めるため農業現場で多用さ
れてきた一方で、農地への有機物の投入減少による地力
の低下や、過剰施用による環境中への流出などが問題。

○また、我が国は化学肥料の主要な原料のほとんどを輸入
に依存しているが、これらの資源は特定の地域に偏在し
ていること等から、持続的な生産基盤の構築に向けて、
輸入原料や化石燃料を原料とした化学肥料の使用量の節
減に向けた取組が必要。

○家畜排せつ物など化学肥料の代替となる国内資源につい
ては、畜産業が盛んな地域に偏在していることなどから、
必ずしも有効に活用されていないものもある状況。

○土壌診断による施肥の適正化をはじめ、作物の根圏部分
にのみ施用する局所施肥、作物の生育状況等を解析した
センシングデータに基づく追肥などにより、施肥の効率
化・スマート化を推進。

○堆肥の品質向上や広域流通できる形態への転換による利
用拡大、下水汚泥等の肥料用途への活用に向けた取組を
推進。

○令和４（2022）年度は、土壌診断に基づく適正施肥、肥
料コスト低減に資する技術の導入、家畜排せつ物等の国
内資源を活用した肥料の運搬や散布などの取組を幅広く
支援。

2050年までに、化学肥料使用量の30％低減を目指す。化学肥料

局所施肥技術 可変施肥技術

ドローン追肥リモセン生育診断

施肥の効率化・スマート化

ペレット堆肥

化学肥料の使用量（NPK総量・出荷ベース）

現状
2016年

2050年

90万t

63万t
施肥の
効率化

施肥の
スマート化

国内資源の
循環利用

30％
低減

2030年

72万t

20％
低減

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応



○2030年は、拡大する国内の有機食品市場で求められる国産有機農産物の生産を確保するという考え方で目標を設定。
○2030年までは、生産から消費まで一貫した有機農業の拡大に向けた市町村の取組を支援し横展開を進めるとともに、有機農

産物の製造や流通、販売に関わる関係者による有機市場の拡大を支援し、目標達成を目指す。
○2030年以降は、除草ロボットや有機農業に適した品種の開発等を進め、普通の農家が経営の１つの選択肢として有機農業に

取り組むことができる技術体系を確立することで、2050年の意欲的な目標に向けて取組を加速していく。

○現場で実践され実績のある技術体系の確立や産地づく
り・横展開等に加え、有機農業を点の取組から面的な取
組に広げるため、市町村が主体となり、生産から消費ま
で一貫した取組により有機農業拡大に取り組むモデル産
地を創出。

○有機食品を扱う事業者との連携に加え、事業者・産地等
の間のマッチングや、有機農業・有機食品のプロモー
ション等を推進し、市場を拡大。

2050年までに、オーガニック市場を拡大しつつ、耕地面積に占める有機農業※の取組面積の
割合を25％（100万ha）に拡大することを目指す。（※国際的に行われている有機農業）有機農業

○我が国の有機食品消費額は依然小さいものの更なる拡大の
余地。有機農業の取組面積は市場規模に応じ拡大傾向。

○品目によっては栽培技術の開発も進展している中、消費者
の安全志向を環境志向に転換を促しつつ、スーパー等を中
心とした購買行動に沿った販路の開拓が課題。

■ 国別1人当たりの年間有機食品消費額
（2018年）

購入している有機食品のイメージ（複数回答）

有機食品の購入先 （複数回答）

更に強化

有機農業者と
事業者等との
マッチング支援

有機農業推進に
熱心な自治体間
の連携支援

小売事業者との連携、
食品企業等と連携した
市場開拓等を推進

国産有機サポーターズ（令和４(2022)年３月末日時点で89社が参加）

国産の有機食品の需要喚起に向けた
プラットフォーム。各社の自主的な取組を情報発信。

(1) モデル的先進地区の創出
市町村主導での取組を推進

2025年までに100市町村で
オーガニックビレッジを宣言

・直売所での販売
・学校給食での利用 等

消費
・有機農産物を原料とした

地場での加工品製造 等

加工・流通

・団地化、技術指導等
・堆肥等有機資材の供給体制の整備 等

生産

※ 取組面積の2030年目標では、有機食材の国産利用率向上等を加味しているため、
2009年比の拡大率が有機食品市場の拡大率より大きくなっている。

11

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応（2022年）
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○2030年は、SDGs（2015年の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」）の食料の損失・廃棄
の削減目標（2030年までに半減）を我が国でも達成するという考え方で目標を設定。

○2030年までは、例えば、技術の開発・実装に取り組む食品事業者を拡大し、消費者理解を広げることで、目標達成を目指す。

【現状】
○我が国の食品ロス量は570万トンのうち、事業系食品ロス

は309万トン。事業系食品ロス量は近年横ばいで推移。

【課題】
〇商慣習の見直し
・納品期限緩和等の取組について、地方・中小企業で遅れ
・業種・業態に応じたロス発生要因の把握が不十分

〇技術の開発・実装
需要予測技術等の活用、青果物における鮮度保持期間の延長

が進んでいない

〇消費者啓発：賞味期限の理解不足、飲食店等での食べ残し

〇フードバンク：経営基盤がぜい弱、マンパワーが不足

食品ロス
2030年度までに、事業系食品ロスを2000年度比で半減させることを目指す。
2050年までに、ＡＩによる需要予測や新たな包装資材の開発等の技術の進展により、事業系食品ロスの最小化を図る。

547

438 418
372 344 331 330 339 357 352 328 324 309

273

0

100

200

300

400

500

600

半減目標（273万トン）

（年度）

〈事業系食品ロス削減に関する目標〉

「ESGに係る食品関連企業勉強会」により得られた情報を集
約して、食品ロス抑制及び食品廃棄物リサイクルに係るガイダ
ンスを作成・公表。ガイダンスには以下の項目を含め、各企業
における取組の開始・強化の参考となる情報を整理し記載。

〇商慣習の見直し等
・商慣習見直しの取組事業者数の拡大
・食品製造業の業種・業態に応じた発生要因の把握・対策
〇技術の開発・実装
・需要予測・フードシェアリングの事例の情報提供、普及
・生育・収量予測に基づく需給マッチングシステムの開発等
・防カビ資材等を利用した長期鮮度保持技術の開発
〇消費者啓発
・「てまえどり」等を地方、コンビニ以外の小売業にも拡大
（図１）

・食べ残しの持ち帰りの促進 等
〇フードバンク
・各地域に先進的なフードバンクのモデルを形成、横展開
・寄附金付き商品モデルの全国展開（図２）

■てまえどり
（図１）

■寄附金付き
商品モデル（図２）

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応（2022年）
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○2030年は、食品業界をはじめ産学官の有識者による議論（平成29（2017）年食品産業戦略会議）を経て、食品製造業の労働
生産性を他の製造業並みに引き上げるという考え方で目標を設定。

○2030年までは、例えば、近年発展著しいAI、ロボット等の先端技術を活用した自動化等を進展させることで、目標達成を目
指す。

2030年までに食品製造業の自動化等を進め、労働生産性が３割以上向上することを
目指す。食品産業

○経済産業省、NEDO等と連携し、業界ニーズを踏まえて、
AI、ロボット等を活用した食品産業のスマート技術の研
究開発、実証・改良から普及まで体系的に支援。

○令和４（2022）年度は、現場環境に応じたカスタマイズや、
人間との協働に係る安全確保ガイドライン作成のための技術実
証等を実施。

＜基準値＞

○食品製造業は他の製造業と比較して労働生産性が低く、
その向上を図ることは喫緊の課題。課題解決にあたって
は、近年発展著しいAI、ロボット等の先端技術を活用し
たスマート化の推進が重要。

○ロボットメーカーやシステムインテ
グレーターの食品分野への参入を促
すためには、ロボットの種類や大き
さに応じた出力の上限や安全装置の
有無など、食品製造の実態に合わせ
た、人とロボット協働のための安全
確保のルール作りが必要。

製造業全体と食品製造業の労働生産性

資料：財務省「法人企業統計調査」をも
とに農林水産省作成

1）労働生産性＝付加価値額÷総人員
2）食品製造業には、飲料、たばこを含む

7,696 7,985 7,941 7,514 7,362 

5,096 5,420 5,149 4,841 

4,836 

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

平成28年
(2016)

29
(2017)

30
(2018)

令和元
(2019)

2
(2020)

12
(2030)

千円/人

食品製造業

製造業全体

6,694

令和12(2030)
年目標

出力は？

ガードも
必要

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応
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○2030年は、2016年の経費率11.6%を基準値として、食品流通の合理化を進めるという考え方で目標を設定（経費率は、中小
企業実態基本調査による卸売業のうち飲食料品卸売業の「販売費及び一般管理費」／「売上高」×100で算出）。

○2030年までは、例えば、サプライチェーン全体のデータ連携システムの構築やコールドチェーンの整備等を実施することで
目標達成を目指す。

2030年までに飲食料品卸売業の売上高に占める経費の割合を10％に縮減する。食品産業

○食品流通はトラック輸送に98％依存しているのに加え、
長距離での小ロット、多頻度輸送が多い。一方、物流業
界ではトラックドライバーなどの長時間労働・低賃金に
よる人手不足等の問題が深刻化。

○2024年度から働き方改革法に基づくトラックドライバー
の時間外労働上限規則の適用により、一層のトラックド
ライバー不足が予測される中、物流を伴う飲食料品卸売
業では、これらの問題に対応するため、サプライチェー
ン全体での合理化・効率化を加速することが必要。

■ 経費率の推移

■ 各地から東京までの距離と
トラック輸送時間

○令和４（2022）年４月に青果物の標準化ガイドラインを
作成し、令和４（2022）年度は他の品目も含む農産物・
食品の物流標準化に努める。そのほか、さらに以下の取
組を実施。
・サプライチェーン全体のデータ連携システムの構築や

コールドチェーンの整備
・ICTを活用した業務の省力化・自動化(図１)
・物流業務の省力化、保管調整機能の強化等のための

卸売市場や共同物流施設の整備(図２) 等

○2030年に向けて、効率的な食品流通モデルの横展開及び
スマートフードチェーンとの連携の検討や、効率的な食
品流通モデルや物流標準化に対応した卸売市場等物流施
設の整備を実施。

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応
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○世界的なSDGｓの取組が加速し、輸入原材料に係る持続可能な国際認証等が欧米の食品企業を中心に拡大する中で、
2030年は、全ての主要な国内企業が2030年までに持続可能性に配慮した何らかの対応を行うことを目指すという考え方で
目標を設定。

○2030年までは、例えば、食品企業が原材料調達に当たって、川上の環境・人権への配慮を確認し、認証品を取得することで、
目標達成を目指す。

2030年までに食品企業における持続可能性に配慮した輸入原材料調達の実現を目指す。食品産業

【現状】
○一部の大手食品企業が、国際的な認証を取得した輸入原

材料の調達に取り組むことを表明。
○農林水産省では、「ESGに係る食品関連企業勉強会」を開

催し、民間企業の先進事例の収集・横展開を図った。ま
た、官民の対話の場である「持続可能な食料生産・消費
のための官民円卓会議」の中に「ＥＳＧ／人権部会」を
設置。

○令和３（2021）年度に認証システムについての調査・分
析委託事業を実施し、国際認証の基準や今後の動き、我
が国食品産業界の取組の実態や課題等について調査分析。

【課題】
○売上向上に繋がりにくく、認証取得済み原材料への切替

によるコスト増加等の企業の負担が増える分を、社会全
体でどのように負担していくか。

カカオ豆アブラヤシ（パーム油）

【国内の対応】
○経済産業省における「サプライチェーンにおける人権尊

重のためのガイドライン」のとりまとめを踏まえ、団体
への注意喚起や外部の専門家からの情報提供を受けて、
省内での検討を加速化。

○生産国における国際認証取得支援やトレーサビリティの
確立に向けた支援等を通じ、現地生産者の所得向上、持
続可能な原材料の調達等を目指すため、令和４（2022）
年度から、日本のチョコレート業界関係者や専門家を
ガーナに派遣し、現地サプライヤー、カカオ生産者、
ガーナ政府、NGOとのワークショップを開催するととも
に、現地の生産農家に対して技術講習会を実施。

○パーム油、カカオ豆について海外先進事例の調査や国内
事業者の対応状況調査、先進事例発表の場としてのシン
ポジウムの開催、優良な取組を行う食品製造事業者の表
彰及び国内消費者への情報発信による理解の醸成を促す
委託事業を令和４（2022）年度に実施予定。

シンポジウムの開催や
優れた取組を行う
優良企業表彰

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応



エリートツリー等の成長に優れた苗木の活用について、2030年までに林業用苗木の３割、
2050年までに９割以上を目指すことに加え、2040年までに高層木造の技術の確立を目指すととも
に、木材による炭素貯蔵の最大化を図る。

森林・林業
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○2030年は、エリートツリー等の苗木の活用について2019年時点で林業用苗木のうち約４％であるところ、苗木の生産にかか
る期間を勘案して、2030年までに３割を目指すという考え方で目標を設定。

○2030年までは、都道府県等に対する採種園・採穂園の整備への支援や、苗木生産事業者に対するコンテナ苗生産施設等の整
備・技術研修への支援等により、目標達成を目指す。

○2030年以降は、引き続き品種の開発を進めるとともに、採種園・採穂園の整備や、優良種苗生産施設の整備・技術の高度化に
より、苗木の増産体制の構築に取り組んでいくことで、2050年の意欲的な目標に向けて取組を加速していく。

（注）エリートツリーとは、成長や材質等の形質が良い精英樹同士の人工交配等により得られた次世代の個体の中から選抜される、成長等がより優れた
精英樹のこと。

○林業用苗木のうちエリートツリー等の苗木の割合につい
て、令和２（2020）年の実績値は約５％（304万本）。

○苗木生産までに10年程度の期間を要することから、目標
の達成のためには、エリートツリー等の採種穂園の造成
を加速化させるとともに、成長に優れた品種の種穂の確
保や、優良種苗生産施設の整備・高度化を進め、苗木の
増産を図る必要。

○2030年目標達成に向け、エリートツリー等の成長に優れた苗木
を確保するため、令和６（2024）年度までに集中的に採種穂園
を整備するとともに、優良種苗生産施設の整備・高度化により
苗木の増産体制を構築。

○令和４（2022）年度は、（国研）森林研究・整備機構による品
種の開発及び原種苗木増産施設の整備を進めるとともに、都道
府県等に対する採種穂園整備や、苗木生産事業者に対するコン
テナ苗生産施設等の整備・技術研修への支援等を実施。

原種苗木増産施設

採種穂園の整備
苗木生産技術の向上に

向けた研修

2019年 2020年 ・・・ 2030年 ・・・ 2050年

割
合

4.3% 4.6% 30% 90%
以上

■ 林業用苗木のうちエリートツリー等の苗木の割合（％）

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応

原種増産技術の開発



2030年までに漁獲量を2010年と同程度（444万トン）まで回復させることを目指す。
（参考：2018年漁獲量331万トン）漁業
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○2030年は、この10年で減少した漁獲量を今後10年間で回復するという考え方で目標を設定。
○令和２（2020）年９月に決定・公表した「新たな資源管理の推進に向けたロードマップ」及び令和３（2021）年３月に公表

した「TAC魚種拡大に向けたスケジュール」に基づき、 「漁獲可能量（TAC）による管理を基本」とする新たな資源管理シス
テムの構築を進め、2030年までの目標達成を目指す。

○2030年以降も、新たな資源管理システムの推進により水産資源を適切なレベルに維持・回復させ、漁業の持続性の確保を図っ
ていく。

○改正漁業法において、水産資源の管理は漁獲可能量による
資源管理を基本とすることを定めた。

○令和２（2020）年９月に「新たな資源管理の推進に向け
たロードマップ」を決定・公表するとともに、令和３
（2021）年３月には、「ＴＡＣ魚種拡大に向けたスケ
ジュール」を公表。

○改正漁業法に基づく新たな資源管理システムの構築を着実
に実施する必要。

○ 「新たな資源管理の推進に向けたロードマップ」に従い、
令和５（2023）年度までに以下の取組を実施。
①資源評価対象魚種を200種程度に拡大。漁獲等情報の収

集のために水揚げ情報を電子的に収集する体制を整備。
②「ＴＡＣ魚種拡大に向けたスケジュール」に基づき、漁

獲量ベースで８割をＴＡＣ管理。
③ＴＡＣ魚種を主な漁獲対象とする沖合漁業(大臣許可漁

業)にＩＱ(漁獲割当)による管理を原則導入。
④現在、漁業者が実行している自主的な資源管理（資源管

理計画）については、法律に基づく資源管理協定に移行。

＜令和２（2020）年９月公表：新たな資源管理の推進に向けたロードマップ＞

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応



養殖業
2050年までに、二ホンウナギ、クロマグロ等の養殖において人工種苗比率100％を実現することに加え、
養魚飼料の全量を配合飼料給餌に転換し、天然資源に負荷をかけない持続可能な養殖生産体制を目指す。
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○人工種苗比率について、2030年は魚種ごとの人工種苗生産技術の開発度合いを勘案し目標を設定。2030年までは人工種苗の
生残率向上の改良等の研究開発を進めることで、目標達成を目指す。
その後、普及に向けた民間事業者への技術移転等を推進し、2050年の意欲的な目標達成に向け取組を加速していく。

○配合飼料の割合については、2050年までに段階的な普及を図る考え方で目標を設定。2030年までは、低価格・高効率飼料の
研究開発等を進めることで目標達成を目指す。
その後、実証・普及を進め、2050年の意欲的な目標達成に向け取組を加速していく。

○４魚種の人工種苗比率は、1.9%（2019年）であり、天
然資源に依存。

○養殖用飼餌料全体に占める配合飼料割合は、44％（2019
年）であり、近年の世界的な魚粉需要の高まりにより、
魚粉価格が高騰。

【2050年の最終目標達成に向けた道筋】
○人工種苗の生産技術の確立や、選抜育種による経済的に

優れた系統の開発等により、人工種苗の普及を推進。

○配合飼料の普及を図るため、低価格・高効率飼料や魚粉
代替原料（水素細菌等）の開発を推進。

【2030年に向けた取組】
○人工種苗の実用化に向けた生産技術や、選抜育種による

経済的に優れた系統の開発を進め、開発された魚種から
順に民間事業者へ技術移転等を実施。

○既存の配合飼料の現場普及を図るとともに、低価格・高
効率飼料の開発や、水素細菌等を利用した魚粉代替原料
の開発を実施。

【令和４（2022）年度の取組】

1.9% 6.0%
13.2%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2019 2025 2030 2040 2050

人工種苗比率

44%
55%

64%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2019 2025 2030 2040 2050

配合飼料比率

人工種苗に関する取組

人工種苗を効率的かつ安定的に大量生産する
技術の確立

■ニホンウナギ ■ブリ

高成長等の優良形質を持つ系統の開発

■水素細菌を活用した養殖飼料開発■消化生理に基づく飼料原料の評価 等

配合飼料に関する取組ブリ
(2028年) 2050年目標へ向け

段階的に普及

カンパチ
クロマグロ
(2030年)

ニホンウナギ
(2040年)

技術確立により
2030年頃から
順次普及

2030年目標の設定の考え方

現状と課題 当面の対応
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